
１　総括
 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成19年4月1日現在の人数である。

(3) 特記事項
平成16年4月1日新設合併。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成20年4月1日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　 ②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。
※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態の点において完全に一致しているものではない。

（注）１　「平均給料月額」とは、平成20年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての
　　　　諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が
　　　　含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。
      ３　公務員においては臨時・非常勤等非正規職員を含みませんが、賃金構造基本統計調査は一定の条件のもとで
　　　　アルバイト等非正規社員も含んでいます。また、技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務
　　　　内容、雇用形態、平均経験年数等の点において、完全に一致しているものではありません。
      ４　賃金構造基本統計調査が企業規模10人以上の企業を対象とするのに対し、人事院及び広島県人事委員会の
　　　　民間給与実態調査は事業所規模50人以上の事業所を対象としています。
　　　　　広島県人事委員会の民間給与実態調査（技能・労務関係職種：電話交換手、自家用乗用自動車運転手、守衛、
　　　　用務員）の状況は次のとおりです。

円

（2) 職員の初任給の状況（平成20年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成20年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

48.6

平均年齢 平均給与月額

類似団体

国 4,784 284,679

広島県 146

48.3

48.9 ― ―

58 311,102 341,983 628,639 ― ― ― ―

320,623 ― ―

50.8

―

― ―401,474 359,909

340,746

― ―342,841

民　間

平均給与月額
（国ベース）

対応する民間
の類似職種

平均給与月額
（Ｂ）

公　務　員

366,829

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

（Ａ）

高　校　卒

高　校　卒 136,579

高　校　卒

技能労務職

技能労務職

一般行政職 278,424

大　学　卒 172,200

320,900

経験年数15年以上19年未満 経験年数20年以上25年未満

一般行政職

区　　　　分

139,082 140,100

－

323,000

国広　島　県

172,095 172,200

三　次　市区　　　　　分

144,500

144,500

329,598

298,950

-

367,476

52.4 397,100

237,913

207,000

経験年数10年以上15年未満

大　学　卒

高　校　卒

418,292

415,203

340,04743.3

341,619

三次市

広島県

平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

参考

平均年齢

―

394,829
廃棄物処理業

従業員
43.6

41.7 241,500

48.9

342,859 調理士

区　　分

うち清掃職員 17 376,594

三次市 52 357,079

うち学校給食員 17 337,594 371,039

299,700 1.32

325,113

398,421

（国ベース）

1.42

464,839

414,005

Ａ／Ｂ

― ― ―

371,266

387,506

類似団体 373,445

43.7

-

43.9

国 41.1

区　　分

47.8

360,943
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成20年4月1日現在）

（注）１　三次市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

　　　　　　　　人

部長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

19.8

　　　　　　　　％

５　　級

２　　級

主事・技師

グループマネージャー
チームリーダー

３　　級

１　　級

監・室長

90

主任

主任主事・主任技師
　　　　　　　　人

構成比

　　　　　　　　％

1.6

標準的な職務内容 職員数

39

６　　級
20

　昇給日（4月1日）前の一年間に，病気休暇や欠勤などの日数が一定の日数を超えた職員，又は処分を受けた職員につ
いては，その休暇等の日数や処分内容に応じて昇給号数を減じたり，あるいは昇給しないこととしています。

8.6

４　　級

　　　　　　　　％

17.8

区　　分

4.4

　　　　　　　　人

7

217 47.8

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

81

　　　　　　　　人

１級
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1.5%

２級
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２級
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２級
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３級
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４　職員の手当の状況
（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成19年度支給割合） （平成19年度支給割合） （平成19年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　　【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（平成20年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続19年 月分 月分 勤続19年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　無　　　　）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成19年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当（平成20年4月1日現在）
千円

千円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（平成20年4月1日現在）
千円

円

％

役職加算5～20％，管理職加算15～25％ 役職加算5～20％，管理職加算10～25％

1,154 26,435

33.50

47.50

59.28

・定年前早期退職特別措置（2％～20％加算）・定年前早期退職特別措置（2％～20％加算）

47.50

3

２時間以上４時間未満  2,900円

支給対象職員数

5

　基準日（6月1日及び12月1日）以前の6か月間に，病気休暇や欠勤などの日数が一定の日数を超えた職員，又は処
分を受けた職員については，その日数や処分内容に応じて，勤勉手当の支給割合を減じています。

支給率

広島市

支給対象地域

左記職員に対する支給単価

４時間以上　　　　　　    3,300円

夜間看護手当
放射線科・検査科に勤務を命ぜら
れ作業した職員

456

152,044

4

支給実績（平成19年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

支給実績（平成19年度決算）

放射線科・検査科に勤
務を命ぜられ作業に従
事したとき

1.50

役職加算5～15％

放射線・検査取扱手当
放射線科・検査科に勤務を命ぜら
れ作業した職員

行路病人の救護の作業に従事し
た職員

防疫等作業従事手当

行旅死亡人等取扱手当

防疫作業を行った職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成19年度）

・職制上の段階，職務の級等による調整額の加算措置

日額230円

行路病人の救護の作業
に従事したとき

行路死亡人の収容の作
業に従事したとき

行路死亡人の収容の作業に従事
した職員

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

59.28

27.30

42.12

3.003.00 1.50 1.50

国

3.00

59.28

30.55

41.34

59.28

59.28

23.50

59.28

21.00

33.75

１人当たり平均支給額（平成19年度）

1,626

三　　　　　次　　　　　市 広　　　　　島　　　　　県

50,443

２時間未満　　　　　　    2,000円

国三　　　　　　　　　　　次　　　　　　　　　　　市

国の制度（支給率）

7

1,915

―１人当たり平均支給額（平成19年度）

１件当たり800円

１件当たり1,500円

放射線科・検査科に勤
務を命ぜられ作業に従
事したとき

防疫作業に従事したとき

205,889

19.1

日額500円
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 (5) 時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成20年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

時間外勤務手当に含む同じ休日給手当

管理職手当

管理監督の地位にある職員

異なる

31,000

（平成18年度から育児休暇制度に係る代
替職員の原資として10％削減し定額化し
た）

34,986 千円 479,014

　行政・医療職課長級

81,000

　医療職次長級 56,000

41,000

　医療職部長級

休日等における正規の勤務時間中に勤務
した職員　　給料の時間単価×1.35×時間
数

支 給 実 績 （ 平 成 19 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 平 成 18 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 19 年 度 決 算 ）

　行政職部長級 53,000

　行政職次長級

　配偶者

362

手　当　名

扶養手当

　配偶者以外1人目
　（配偶者有）

　配偶者以外1人目

　配偶者以外2人目以降

満16歳年度初めから満22歳年度末までの
間にある子1人につき5,000円加算

　借家（上限） 27,000

(平成19年度決算）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 18 年 度 決 算 ）

423,177

419

365,880

内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容 支給職員１人当た

り平均支給年額

同じ

6,500 円

11,000

円
給料月額×
８～２５％

13,000

107,587 千円 231,371
円

円

6,500

　（配偶者無）

　交通用具
23,600

通勤手当

通勤の為、公共交通機関、交通用具を利
用・使用している職員

　（1ヶ月あたり支給限度額）

円
　（1ヶ月あたり支給限度額）

　交通機関
55,000 円 80,890 円同じ

0

67,704 千円

支給実績

単身赴任手当
異動等により転居し、やむを得ない事情に
より配偶者と別居し、単身で生活している
職員　23,000円～45,000円（距離加算）

同じ 円0 千円

　持家（新築・購入後5年間） 2,500
住居手当 同じ 千円54,216 円238,836
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病院職員の手当

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成20年4月1日現在）

円 ／ 円

円 ／ 円

円 ／ 円

円 ／ 円

円 ／ 円

円

円

（注）　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（4年＝48月）勤めた場合における

　　　退職手当の見込額である

退職時

退
職
手
当 副 市 長 給料月額×支給率（３．０）×年数

　（支給時期）

市 長 給料月額×支給率（５．０）×年数 18,000,000 退職時

　　（算定方式） （1期の手当額）

8,760,000

月分

議 長 　　（平成20年度支給割合）

副 議 長
4.50 月分

議 員

副 市 長 4.05

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

(平成19年度決算）

支給実績
支給職員１人当た
り平均支給年額

夜間勤務手当
正規の勤務時間として深夜に勤務した職
員　　給料の時間単価×0.25×時間数

同じ 25,583 千円 170,552 円

宿日直手当

宿日直勤務を命ぜられた職員

準拠
自宅待機を
命ぜられた
職員　無

46,219 千円 431,955
　医療技能職 7,200

週休日等に臨時・緊急の必要により勤務し
た管理職員　　 　4,000円～12,000円

同

区　　　分

　医師 20,000

4,200　一般行政職

管理職特別
勤務手当

特地勤務手当
医師、歯科医師が赴任する場合の生活不
便に対し，医師，歯科医師確保のため
（給料月額＋扶養手当月額）×１５％

準拠
地域によっ
て支給の有
無がある

給 料 月 額 等

三次市 (参考）　類似団体における最高／最低額

給
料

885 千円

44,466 千円

442,500 円

1,034,096 円

市            長 900,000 円

730,000 円副 市 長

　自宅待機
医師

医療技能職

10,000

円

3,600

1,007,000 492,500

817,000 552,000

690,000 330,000

副 議 長 407,000 円 620,000 272,300

議 長 454,000

560,000

報
酬

議 員 371,000 247,500

市 長

期
末
手
当

　　（平成20年度支給割合）

円

円
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６　職員数の状況
（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年4月1日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は，条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（平成20年4月1日現在）

　

＜参考＞　

[ 1,287   ］ [ 1,287   ］      人口１万人当たり職員数    171.23    人
合　　計

1,012 1,013 1        

          

小　計 388 399 11       

12       ・医師及び看護師の増員

水　　道 15 14 △ 1    ・上下水道事業に係る人員配置の見直しによる減

公
営
企
業
等

会
計
部
門

病　　院 331 343

その他 42 42

          

小　計 53 53           
特
別

行
政

部
門

教育関係 53 53

571 561 △ 10  
＜参考＞　人口１万人当たり職員数    94.83    人

　　（類似団体の人口１万人当たりの職員数  60.21 人）

          

土　　　木 54 50 △ 4    ・支所内組織体制の見直しによる減

商　　　工 8 8

          

農林水産 41 38 △ 3    ・支所内組織体制の見直しによる減

労　　　働 1 1

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主な増減理由
平成19年 平成20年

職員数
1410

人 人
20 57 112 135 103 120 122

27歳 31歳
人

55歳43歳 47歳 51歳 59歳 以上
人 人 人 人 人 人 人

39歳

56歳 60歳

～区　分
32歳 36歳

35歳

～ ～

未満

～ ～

一
般
行
政
部
門

議　　　会 7 6

総　　　務 182 181

税　　　務 37 37

△ 1    ・議会議員定数の減少に伴う事務量減少による減

△ 1    ・CATV整備事業の進捗に伴う事務量減少による減

民　　　生 204 203 △ 1    ・支所内組織体制の見直しによる減

37 37           

          

衛　　　生

人
1,013127 74 2

人 人

計

小　計

～

20歳 20歳 24歳 28歳 44歳

～

23歳

～

40歳 48歳

～

52歳

～

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

４年前の構成
比

%（例）

7



(3)定員管理の数値目標及び進捗状況
①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要
（各年4月1日現在）

（注）１　計画期間は、17年～22年の5年間である。
　　　２　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成20年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

平成16年4月1日新設合併。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成20年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

16,954 64,499 6,450 6,87419年度 10 41,218 6,327

　　　　　千円 千円 千円 千円平　成 人 千円 千円

類似団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

％

19年度 854,782 41,782 64,499 7.5 8.3

　　　　千円 千円　 千円　 ％

職員給与費比率

占める職員給与費比率

　質収支

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

平成18年度の総費用に

17年 18年 19年

計画始期 １年目 2年目

平成17年4月1日 平成22年4月1日
純減数

職員数 職員数

総 職 員

純減率

人 人 人 ％

職員数 1,046 1,018

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

1,012

増 減 △ 28 △ 6

352,155

1,046 992 54

三 次 市 （ 一 般 行 政 職 ）

平均月収額

公営企業

平　成

平　均　年　齢

三 次 市 水 道 事 業 41.8

区　　分 総費用

　　　　　　区　　分

350,780

純損益又は実 総費用に占める

　　計　　Ｂ

基本給

13

職員数 359 350 363

等 会 計 増 減 △ 9

-

-

15

1

374

△ 33

1,013

11

3年目

17～20年

計

20年

5.2

3

992

△ 54

362

（参考）
数値目標

43.3 553,166

552,801
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 ③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　
（平成19年度支給割合） （平成19年度支給割合）
　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分
（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

イ　退職手当（平成20年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　無　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　無　　　　）
１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円
（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成19年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当　　　支給なし

エ　特殊勤務手当　　　支給なし

カ　その他の手当（平成20年4月1日現在）  

円

円

円

円

円

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況
６　（３）　①参照

124,125 円
　借家（上限） 27,000

同じ 497 千円

円
　医療職次長級 56,000

　行政・医療職課長級 31,000
（平成18年度から育児休暇制度に係る代替
職員の原資として10％削減し定額化した）

81,000 372 千円 372,000

円

管理職手当

管理監督の地位にある職員

異なる
給料月額×
８～２５％

　行政職部長級 53,000

　行政職次長級 41,000

　医療職部長級

1,150 千円 127,722

単身赴任手当
異動等により転居し、やむを得ない事情に
より配偶者と別居し、単身で生活している
職員　23,000円～45,000円（距離加算）

同じ 0 千円 0

　交通機関
55,000 円円

　（1ヶ月あたり支給限度額）

　交通用具
23,600 円

　（1ヶ月あたり支給限度額）

通勤手当

通勤の為、公共交通機関、交通用具を利
用・使用している職員

同じ

三　　　　　　　　　　　次　　　　　　　　　　　市
１人当たり平均支給額（平成19年度）

三　　　次　　　市　　（一般行政職）

満16歳年度初めから満22歳年度末までの
間にある子1人につき5,000円加算

三　　　　　　　　　　　次　　　　　　　　　　　市 三　　次　　市　　（一般行政職）

1,6100

1,694

　配偶者以外2人目以降 6,500

33.75 42.12
47.50 59.28

住居手当
　持家（新築・購入後5年間） 2,500

3.00 3.001.50

1,235

　配偶者以外1人目
6,500 円

　（配偶者有）

　配偶者以外1人目
11,000 円

　（配偶者無）

(平成19年度決算）

支給実績
支給職員１人当た
り平均支給年額

扶養手当

　配偶者 13,000

同じ 千円 247,000 円

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

1.50

役職加算5％～15％ 役職加算5％～15％

1,678
１人当たり平均支給額（平成19年度）

21.00 27.30

59.28 59.28

21.00

59.28

27.30
33.75 42.12
47.50 59.28

59.28
・定年前早期退職特別措置（2％～20％加算） ・定年前早期退職特別措置（2％～20％加算）

0 26,756

休日給手当
休日等における正規の勤務時間中に勤務
した職員　　給料の時間単価×1.35×時間
数

時間外勤務手当に含む同じ
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